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1.  1.  経営の基本方針経営の基本方針

　　中央物産グループは、これまで築き上げた長年の信用と資産中央物産グループは、これまで築き上げた長年の信用と資産
を有効に活用し、事業の多角化と、各事業間の相乗効果により、を有効に活用し、事業の多角化と、各事業間の相乗効果により、
時代の変化にも柔軟に対応し、永続的な事業価値の向上を可能時代の変化にも柔軟に対応し、永続的な事業価値の向上を可能
にする企業グループを目指しております。にする企業グループを目指しております。

2.  2.  利益配分に関する基本方針利益配分に関する基本方針

　　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要施策と当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要施策と
して位置付け、常に経営基盤の強化及び将来の事業展開に備えして位置付け、常に経営基盤の強化及び将来の事業展開に備え
るための内部留保につとめ、業績に応じた利益還元を安定的かるための内部留保につとめ、業績に応じた利益還元を安定的か
つ継続的に行うことを基本方針としております。つ継続的に行うことを基本方針としております。
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33.  .  主要な事業内容主要な事業内容

　　当社企業集団は、当社子会社当社企業集団は、当社子会社を含め、を含め、主に化粧品・日用雑貨主に化粧品・日用雑貨
などお客様に価値ある商品とサービスを提供し、ヘルス＆などお客様に価値ある商品とサービスを提供し、ヘルス＆ビュビュ
ーティーーティーの分野において消費者に快適な生活を営んでいただくの分野において消費者に快適な生活を営んでいただく
ための、お手伝いをすることを使命に事業活動を展開しておりための、お手伝いをすることを使命に事業活動を展開しており
ますます。。

　当社　当社は、化粧品・日用雑貨・医療衛生用品などの生活関連用は、化粧品・日用雑貨・医療衛生用品などの生活関連用
品を、主に国内のメーカーから仕入れて、首都圏を中心に関西品を、主に国内のメーカーから仕入れて、首都圏を中心に関西
および東海地区の量販店・百貨店・有力卸店・専門店などへのおよび東海地区の量販店・百貨店・有力卸店・専門店などへの
卸売を業務としている日用雑貨事業です。卸売を業務としている日用雑貨事業です。
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＜中央物産グループ事業系統図＞＜中央物産グループ事業系統図＞
－平成－平成2020年年1212月末現在－月末現在－

※は関係会社（連結子会社）であります。※は関係会社（連結子会社）であります。

得　得　　意　意　　　先　先

（株）エナス（株）エナス
〈商品開発、仕入・販売〉〈商品開発、仕入・販売〉

※※

（株）（株）ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄ
〈紙製品卸事業〉〈紙製品卸事業〉

※※

（株）（株）五色屋五色屋
〈紙製品卸事業〉〈紙製品卸事業〉

※※

メ　ー　カ　ーメ　ー　カ　ー

（株）シービック（株）シービック
〈ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ製品、輸入・販売〉〈ﾊﾟｰｿﾅﾙｹｱ製品、輸入・販売〉

※※

アルボ（株）アルボ（株）
〈紙製品卸事業〉〈紙製品卸事業〉

※※

（有）（有）ﾏﾐﾛﾝﾏﾐﾛﾝ
※※

業務委託業務委託

商商 品品

商商 品品

経営経営管理管理
　ｻｰﾋﾞｽ　ｻｰﾋﾞｽ

商商 品品

ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ
　　業務　　業務

ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ
　　　　業務　　　　業務

（株）（株）CBCBﾌｨｰﾙﾄﾞﾌｨｰﾙﾄﾞ
　　 ・・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
〈〈小売業販売支援等〉小売業販売支援等〉

※※

経営経営管理管理
　ｻｰﾋﾞｽ　ｻｰﾋﾞｽ

経営経営管理ｻｰﾋﾞｽ管理ｻｰﾋﾞｽ

商商 品品

商商 品品

経営経営管理管理
　ｻｰﾋﾞｽ　ｻｰﾋﾞｽ

中央物産（中央物産（株）株）

商商 品品
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中央物産株式会社中央物産株式会社中央物産株式会社

営業本部営業本部営業本部 物流本部物流本部物流本部 管理本部管理本部管理本部 関連会社関連会社関連会社

＜中央物産＜中央物産グループ組織図グループ組織図＞＞

広域第一ＣＳ部広域第一ＣＳ部
広域第二ＣＳ部広域第二ＣＳ部
関東支社関東支社 販売一部販売一部
関東支社関東支社 販売二部販売二部
関東支社関東支社 神奈川支店神奈川支店
東海支社東海支社 静岡支店静岡支店
東海支社東海支社 名古屋支店名古屋支店
関西支社関西支社 大阪支店大阪支店

卸営業部卸営業部
特販営業部特販営業部
（東日本、西日本）（東日本、西日本）
営業企画部営業企画部

ＭＤ一部ＭＤ一部
ＭＤ二部ＭＤ二部

物流部物流部
システム部システム部

総務人事部総務人事部
経理部経理部

〈メーカー事業〉〈メーカー事業〉
((株株))シービックシービック

〈中間流通事業〉〈中間流通事業〉
((株株))ＣＢフィールド・イノベーションＣＢフィールド・イノベーション
((株株))エナスエナス
アルボアルボ((株株))
システムトラストシステムトラスト((株株))
((株株))五色屋五色屋

－平成－平成2020年年1212月末現在－月末現在－

ＭＤ統括部ＭＤ統括部ＭＤ統括部
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＜中央物産＜中央物産グループ事業所一覧＞グループ事業所一覧＞
－平成－平成2020年年1212月末現在－月末現在－

つくばロジスティクスセンター

名古屋支店
春日井ロジスティクスセンター
名古屋営業所

関西支社
東大阪ロジスティクスセンター
茨木ロジスティクスセンター

広島営業所

福岡営業所

東扇島ロジスティクスセンター

神奈川支店
伊勢原ロジスティクスセンター

吉田配送センター

東海支社
静岡ロジスティクスセンター

（株）ＣＢフィールド・イノベーション

松戸ロジスティクスセンター
千葉ロジスティクスセンター

本　社
青山アネックス
日本橋アネックス
医薬品備蓄センター

（株）シービック
（株）エナス
アルボ（株）

（株）システムトラスト
（株）五色屋

白岡ロジスティクスセンター
越谷ロジスティクスセンター
埼玉アネックス
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＜＜関係会社の関係会社のご紹介＞ご紹介＞

（主要な販売ブランド）（主要な販売ブランド）

（事業内容（事業内容））

インターナショナルインターナショナルなパーソナルケア製品なパーソナルケア製品の製造、の製造、

輸入輸入、商品企画および販売を営、商品企画および販売を営んんでおりますでおります。。

全国全国優良卸店（化粧雑貨、医療器具、薬品優良卸店（化粧雑貨、医療器具、薬品。靴付属。靴付属

品等品等）約）約350350社を通じ、量販店、社を通じ、量販店、薬局・薬局・薬店薬店、バラ、バラ

エティストア、コンビニエンスストアエティストア、コンビニエンスストア、、ホームセンホームセン

ターター等を販路と等を販路としておりますしております。。

（沿　革）（沿　革）

中央中央物産株式会社のメーカー部門の中央物産株式会社のメーカー部門の中央ホームプロホームプロ

ダクツダクツ事業部と、子会社（合弁事業部と、子会社（合弁会社）メイベ会社）メイベリリン株ン株

式式会社を会社を合併し合併し、平成、平成33年年1010月月1616日日に中央物産に中央物産株式株式

会社会社100100％出資の％出資のメーカーメーカー部門部門の子会社の子会社としてとして設立設立

しし、平成、平成44年年11月月11日日よりより営業営業を開始いたしました。を開始いたしました。

（（本社所在地本社所在地））

〒〒107107--8545  8545  東京都港区南青山東京都港区南青山22--55--1717

TEL 03TEL 03（（54145414））07770777

FAX 03FAX 03（（54145414））28612861
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（事業内容（事業内容））

家庭紙及び紙製品等、その他石鹸洗剤、化粧品、日用雑貨品の卸売業家庭紙及び紙製品等、その他石鹸洗剤、化粧品、日用雑貨品の卸売業

（沿　革（沿　革））

19531953年　㈱増田紙店を設立年　㈱増田紙店を設立

19631963年　ｳｫﾙﾄ･ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ版権取得年　ｳｫﾙﾄ･ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ版権取得

19711971年　商号をﾔﾏｺ通商㈱に変更年　商号をﾔﾏｺ通商㈱に変更

20022002年　ﾔﾏｺ通商㈱からｱﾙﾎﾞ㈱に商号を変更年　ﾔﾏｺ通商㈱からｱﾙﾎﾞ㈱に商号を変更

　　　　　　　　 大福商事㈱と営業を統合、神奈川ｱﾙﾎﾞ㈱を設立しｱﾙﾏｰｸ㈱大福商事㈱と営業を統合、神奈川ｱﾙﾎﾞ㈱を設立しｱﾙﾏｰｸ㈱

　　　　　　　　 の営業を統合の営業を統合

20032003年　ﾐﾅﾄ商事㈱と営業統合年　ﾐﾅﾄ商事㈱と営業統合

20042004年　神奈川ｱﾙﾎﾞ㈱を合併年　神奈川ｱﾙﾎﾞ㈱を合併

20062006年　㈱佐々島と営業統合年　㈱佐々島と営業統合

20072007年　中央物産㈱の年　中央物産㈱の100100％子会社となる％子会社となる

20082008年　本社を日本橋箱崎町に移転年　本社を日本橋箱崎町に移転

ｵﾘｼﾞﾅﾙ商品（ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ･ｷｬﾗｸﾀｰ）ｵﾘｼﾞﾅﾙ商品（ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ･ｷｬﾗｸﾀｰ）

（本社所在地）（本社所在地）

〒〒103103--0015  0015  東京都中央区日本橋箱崎町東京都中央区日本橋箱崎町4141--1212　　

　　　　　　　　　　　　　日本橋第二ﾋﾞﾙ　　　　　　　　　　　　　日本橋第二ﾋﾞﾙ22ＦＦ

TEL 03TEL 03（（36623662））3548  3548  　　FAX 03FAX 03（（36623662））35533553

（事業内容（事業内容））

家庭紙（ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾄｲﾚｯﾄﾛｰﾙ等）を中心とする家庭紙（ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾄｲﾚｯﾄﾛｰﾙ等）を中心とする

日用雑貨卸売業日用雑貨卸売業

（本社所在地）（本社所在地）

〒〒103103--0015  0015  東京都中央区日本橋箱崎町東京都中央区日本橋箱崎町4141--1212　　

　　　　　　　　　　　　　日本橋第二ﾋﾞﾙ　　　　　　　　　　　　　日本橋第二ﾋﾞﾙ22ＦＦ

TEL 03TEL 03（（32493249））8080  8080  　　FAX 03FAX 03（（32493249））80888088

（沿　革（沿　革））

19841984年　㈱たちばなｾﾚｸﾄ設立年　㈱たちばなｾﾚｸﾄ設立

19871987年　㈱たちばなﾍﾞｽﾄ設立年　㈱たちばなﾍﾞｽﾄ設立

19881988年　㈱たちばなﾒｲﾄ、㈱たちばなｸﾞﾚｲﾄ、年　㈱たちばなﾒｲﾄ、㈱たちばなｸﾞﾚｲﾄ、

㈱たちばなﾌｧｰｽﾄ設立㈱たちばなﾌｧｰｽﾄ設立

19931993年　㈱たちばなｴｲﾄ設立年　㈱たちばなｴｲﾄ設立

19971997年　㈱ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄ設立年　㈱ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄ設立

20072007年　ｸﾞﾙｰﾌﾟ各社を㈱ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄに統合、年　ｸﾞﾙｰﾌﾟ各社を㈱ｼｽﾃﾑﾄﾗｽﾄに統合、

　　　　　　　　 中央物産㈱の中央物産㈱の100100％子会社となる％子会社となる

20082008年　本社を日本橋箱崎町に移転年　本社を日本橋箱崎町に移転
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株式会社五色屋株式会社五色屋

（事業内容（事業内容））

ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾄｲﾚｯﾄﾛｰﾙ等の家庭紙、障子紙、襖紙、書道半紙、ﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾄｲﾚｯﾄﾛｰﾙ等の家庭紙、障子紙、襖紙、書道半紙、

画仙紙等の和紙、その他化粧品等の日用雑貨卸売業画仙紙等の和紙、その他化粧品等の日用雑貨卸売業

（沿　革（沿　革））

徳川幕府に御用紙を納入、嘉永年間、草染による五色の色紙を製造徳川幕府に御用紙を納入、嘉永年間、草染による五色の色紙を製造

したことに商号の由来。したことに商号の由来。

19481948年　台東区浅草に営業所を開設年　台東区浅草に営業所を開設

19531953年　合成樹脂を融合した｢ﾋﾞﾆｰﾙ障子紙｣の開発に成功、業界年　合成樹脂を融合した｢ﾋﾞﾆｰﾙ障子紙｣の開発に成功、業界

　　　　　　 革新を図る革新を図る

19551955年　浅草営業所を葛飾区堀切に移転年　浅草営業所を葛飾区堀切に移転

19571957年　㈱五色屋を設立年　㈱五色屋を設立

19731973年　現足立区保塚町に営業所・物流ｾﾝﾀｰを開設年　現足立区保塚町に営業所・物流ｾﾝﾀｰを開設

19951995年　現足立区保塚町に本社機能を移転年　現足立区保塚町に本社機能を移転

20072007年　紙卸事業を分割し子会社化、㈱五色屋の商号を継承年　紙卸事業を分割し子会社化、㈱五色屋の商号を継承

20082008年　中央物産㈱の年　中央物産㈱の100100％子会社となる％子会社となる

（本社所在地（本社所在地））

〒〒121121--00720072 東京都東京都足立区保塚町足立区保塚町44--2020

TEL 03TEL 03（（38853885））6011  6011  　　FAX 03FAX 03（（38853885））60706070

本社・物流ｾﾝﾀｰ本社・物流ｾﾝﾀｰ
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44.  .  経営経営課題課題への取り組みへの取り組み

　当社　当社グループは、以下の事項に積極的に取り組み、企業とグループは、以下の事項に積極的に取り組み、企業としし
てのての社会的責任を社会的責任を果たしつつ果たしつつ、株主価値を高める高収益体質、株主価値を高める高収益体質へへ
のの改善に努めてまいります。改善に努めてまいります。

①　①　キャッシュフロー経営へのキャッシュフロー経営への変革変革
　青山　青山に保有していた本社不動産（土地建物）の売却にに保有していた本社不動産（土地建物）の売却により、より、
キャッシュ・フロー経営』への変革を推進いたします。今後、キャッシュ・フロー経営』への変革を推進いたします。今後、
当社はこの投資余力を背景に、競争力を誇る中間流通機能の実当社はこの投資余力を背景に、競争力を誇る中間流通機能の実
現、規模拡大および機能拡充のためのＭ＆Ａ、人材力を強化す現、規模拡大および機能拡充のためのＭ＆Ａ、人材力を強化す
るための人材教育、財務体質の改善などの企業価値を高める経るための人材教育、財務体質の改善などの企業価値を高める経
営活動、つまり、「コア事業（中間流通業）」にあらゆる経営営活動、つまり、「コア事業（中間流通業）」にあらゆる経営
資源を集中投下して、株主価値を最大化させるための経営を推資源を集中投下して、株主価値を最大化させるための経営を推
進してまいります。進してまいります。
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②　②　ローコスト経営の継続的強化ローコスト経営の継続的強化
　　営業部、受注・発注業務と物流センターを一括マネジメントす営業部、受注・発注業務と物流センターを一括マネジメントす
る体制を導入いたしております。お得意先様のニーズを的確に把る体制を導入いたしております。お得意先様のニーズを的確に把
握し、中間流通機能の主軸のひとつである物流機能のより一層の握し、中間流通機能の主軸のひとつである物流機能のより一層の
付加価値の強化（ハイクオリティ）とローコストオペレーション付加価値の強化（ハイクオリティ）とローコストオペレーション
の更なる追求を同時に実現いたします。の更なる追求を同時に実現いたします。

③　③　地域対応機能の強化地域対応機能の強化
　平成　平成1919年年44月にアケボノ物産株式会社の事業を継承したことに月にアケボノ物産株式会社の事業を継承したことに

より、高い信頼と歴史を誇る同社が事業展開してきました関西地より、高い信頼と歴史を誇る同社が事業展開してきました関西地
区事業に、当社の関西地区事業を合体させ、あわせて、関東圏で区事業に、当社の関西地区事業を合体させ、あわせて、関東圏で
培ってきたノウハウを注入することにより、「東名阪」市場にお培ってきたノウハウを注入することにより、「東名阪」市場にお
ける中間流通業としての確固たる地位を築き上げてける中間流通業としての確固たる地位を築き上げてまいまいります。ります。
　また、平成　また、平成2020年年44月には家庭紙卸事業を展開する株式会社五色月には家庭紙卸事業を展開する株式会社五色

屋をＭ＆Ａによって完全子会社化し、紙カテゴリーのさらなる機屋をＭ＆Ａによって完全子会社化し、紙カテゴリーのさらなる機
能強化を果たしてまいります。能強化を果たしてまいります。
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④　④　マーチャンダイジング機能の強化マーチャンダイジング機能の強化
　平成　平成1919年年44月に首都圏有力紙製品卸売業であるアルボ株式会社月に首都圏有力紙製品卸売業であるアルボ株式会社

を傘下に加えて、さらに首都圏における家庭紙卸売業の事業基盤を傘下に加えて、さらに首都圏における家庭紙卸売業の事業基盤
をより一層磐石にするために、株式会社システムトラストを平成をより一層磐石にするために、株式会社システムトラストを平成
1919年年1010月に子会社化いたしました。これにより、「紙製品カテゴ月に子会社化いたしました。これにより、「紙製品カテゴ

リー」は加速度的に強化され、当社提唱してまいりました、リー」は加速度的に強化され、当社提唱してまいりました、““カカ
テゴリーコントラクターテゴリーコントラクター””として、「化粧品カテゴリー」「日用として、「化粧品カテゴリー」「日用
雑貨カテゴリー」「医療衛生用品カテゴリー」に加えて、「紙製雑貨カテゴリー」「医療衛生用品カテゴリー」に加えて、「紙製
品カテゴリー」の品揃えの拡充を実現し、小売業様との取組み強品カテゴリー」の品揃えの拡充を実現し、小売業様との取組み強
化と推進してまいります。さらに将来的には、他業種のカテゴリ化と推進してまいります。さらに将来的には、他業種のカテゴリ
ーも視野に入れ、積極的な拡充を図っていく考えであります。ーも視野に入れ、積極的な拡充を図っていく考えであります。

⑤　⑤　カテゴリーマネージメント機能の強化カテゴリーマネージメント機能の強化
　　““カテゴリーコントラクターカテゴリーコントラクター””機能強化の一環として、カテゴ機能強化の一環として、カテゴ
リー提案力を強化するために、全営業社員のパソコンに営業支援リー提案力を強化するために、全営業社員のパソコンに営業支援
モバイルシステムＣ－ＣＡＰ（モバイルシステムＣ－ＣＡＰ（ChuoChuo--Bussan Category Analysis Bussan Category Analysis ProgProg
ramram））を搭載しております。その活用成功事例を「ＴＶ会議｣を通を搭載しております。その活用成功事例を「ＴＶ会議｣を通

じて、営業社員全員と共有し合い、お客様のニーズに対応していじて、営業社員全員と共有し合い、お客様のニーズに対応してい
く考えであります。く考えであります。
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＜＜青山・マーチャンダイジング・スタジアム＞青山・マーチャンダイジング・スタジアム＞

　　青山・マーチャンダイジング・スタジアム青山・マーチャンダイジング・スタジアムは、弊社が掲げるは、弊社が掲げる““新中間流通業｢新中間流通業｢カテゴカテゴ
リー・コントラクターリー・コントラクター｣｣””提唱の一環として、得意先小売店様に貢献できる提唱の一環として、得意先小売店様に貢献できるマーチャンマーチャン

ダイジングダイジング機能を体験していただく場所です機能を体験していただく場所です。。
『『鮮度・意外性・期待感』をコンセプトに、実際に商品を手に取って鮮度・意外性・期待感』をコンセプトに、実際に商品を手に取ってもらいもらい『『新しい新しい
切り口切り口』『旬』を体感してもらうと同時に、「』『旬』を体感してもらうと同時に、「CC--CAPCAP」」システムシステムをもとにしたをもとにしたマーチマーチ
ャンダイジングャンダイジング提案と得意先小売店様との提案と得意先小売店様との取り組み取り組みの場として有効的に活用の場として有効的に活用されておされてお
りますります。。

　インポート提案、カテゴリー
提案等のほか、様々な切り口か
ら中央物産独自のマーチャンダ
イジングを提案いたします。
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5.5. 20092009年年33月期月期 中間決算中間決算 経営・財政状況経営・財政状況

①① 連結経営成績連結経営成績

　当第　当第22四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、米国の信用力の低い四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、米国の信用力の低い

個人向け住宅投資（サブプライムローン）問題が尾を引き、依然として金融個人向け住宅投資（サブプライムローン）問題が尾を引き、依然として金融
不安や株価低迷に影響を与えるなど、先行き不透明感を増大させております。不安や株価低迷に影響を与えるなど、先行き不透明感を増大させております。
　また、当社グループの基幹事業である日用品・化粧品業界は、原料高騰に　また、当社グループの基幹事業である日用品・化粧品業界は、原料高騰に
よる製品価格上昇で一段と強まる消費の節約志向と、小売店頭で激化する価よる製品価格上昇で一段と強まる消費の節約志向と、小売店頭で激化する価
格競争とによって、依然として厳しい経営環境が続いております。格競争とによって、依然として厳しい経営環境が続いております。

　このような状況のもと、当社グループは、お取引先様に対して「需要の創　このような状況のもと、当社グループは、お取引先様に対して「需要の創
造」と｢供給の最適化｣を具現化させる造」と｢供給の最適化｣を具現化させる““カテゴリーコントラクターカテゴリーコントラクター””として、として、
サプライチェーンの全体最適化を通じて収益拡大を図ってまいりました。そサプライチェーンの全体最適化を通じて収益拡大を図ってまいりました。そ
して、本年より３ヵ年の経営方針として、「キャッシュフロー経営の確立」して、本年より３ヵ年の経営方針として、「キャッシュフロー経営の確立」

「生産性の向上やコスト削減による収益構造の改革」「Ｍ＆Ａを柱とした成「生産性の向上やコスト削減による収益構造の改革」「Ｍ＆Ａを柱とした成
長戦略」「物流事業のローコスト化と収益源化」「人材育成の強化」の５つ長戦略」「物流事業のローコスト化と収益源化」「人材育成の強化」の５つ
を新たに掲げ、企業基盤の強化や企業価値の最大化に努めてまいりました。を新たに掲げ、企業基盤の強化や企業価値の最大化に努めてまいりました。
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　当第　当第22連結累計期間中には、平成連結累計期間中には、平成2020年年44月月11日より家庭紙卸事業を展開する日より家庭紙卸事業を展開する

株式会社五色屋をＭ＆Ａによって完全子会社化、家庭紙カテゴリーにおける株式会社五色屋をＭ＆Ａによって完全子会社化、家庭紙カテゴリーにおける
さらなる機能強化を果たすと同時に、当社グループの収益増加に大きく寄与さらなる機能強化を果たすと同時に、当社グループの収益増加に大きく寄与
しております。また、大手小売業の関東圏における物流受託を本格的に稼動しております。また、大手小売業の関東圏における物流受託を本格的に稼動
させ、「供給の最適化」をもって収益の増加を図ってまいりました。人材育させ、「供給の最適化」をもって収益の増加を図ってまいりました。人材育
成については、『ＣＢＣアカデミー』が開講２期目となり、中堅幹部の育成成については、『ＣＢＣアカデミー』が開講２期目となり、中堅幹部の育成
を目下推進しているところであります。を目下推進しているところであります。

　　以上の結果、当社グループにおける第以上の結果、当社グループにおける第22四半期連結累計期間の業績は、予四半期連結累計期間の業績は、予
定通り順調に推移し、売上高は定通り順調に推移し、売上高は674674億億66百万円、営業利益は百万円、営業利益は55千千99百万円、経常百万円、経常
利益は利益は44億億33千千88百万円、四半期純利益は百万円、四半期純利益は22億億33千千11百万円となりました。百万円となりました。
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②② 連結財政状態連結財政状態

　当第　当第22四半期連結会計期間末の総資産合計は、前連結会計年度末比四半期連結会計期間末の総資産合計は、前連結会計年度末比7575億億55千千33
百万円減の百万円減の420420億億44千千44百万円となりました。これは主として、平成百万円となりました。これは主として、平成1919年年1212月に月に

売却した青山の固定資産売却益に伴う未払法人税等の支払と、東大阪ロジス売却した青山の固定資産売却益に伴う未払法人税等の支払と、東大阪ロジス
ティクスセンターの土地、建物を購入したことによって、現金及び預金がティクスセンターの土地、建物を購入したことによって、現金及び預金が8282
億億44千千88百万円減少、有形固定資産が百万円減少、有形固定資産が1414億億66千千33百万円増加したことによるもの百万円増加したことによるもの

であります。であります。

　　負債合計は、前連結会計年度末比負債合計は、前連結会計年度末比6565億億22千千55百万円減の百万円減の291291億億22千千88百万円とな百万円とな
りました。これは主として、未払法人税等がりました。これは主として、未払法人税等が5353億億33千千77百万円減少、支払手形百万円減少、支払手形
及び買掛金が及び買掛金が77億億33千千44百万円減少、短期借入金が百万円減少、短期借入金が44億億55千万円減少したことによ千万円減少したことによ

るものであります。るものであります。

　純資産合計は、前連結会計年度末比　純資産合計は、前連結会計年度末比1010億億22千千77百万円減の百万円減の129129億億11千千66百万円と百万円と

なりました。これは主として、特別配当を実施したことにより、利益剰余金なりました。これは主として、特別配当を実施したことにより、利益剰余金
がが88億億44千千77百万円減少したことによるものであります。百万円減少したことによるものであります。
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6.6. 20092009年年33月期月期 中間決算中間決算 連結財務連結財務諸表諸表

①① 連結貸借対照表連結貸借対照表

--7,5537,553

--1,0271,027

++1010

--1,0371,037

--6,5256,525

--11

--6,5256,525

--7,5537,553

--11

+1,196+1,196

--8,7478,747

増減額増減額

34.234.214,36314,36326.5%26.5%13,16713,167Ⅱ　固定資産Ⅱ　固定資産

65.8%65.8%27,67527,67573.4%73.4%36,42236,422Ⅰ　流動資産Ⅰ　流動資産

（資産の部）（資産の部）

0.0%0.0%550.0%0.0%66Ⅲ　繰延資産Ⅲ　繰延資産

構成比構成比金　額金　額構成比構成比金　額金　額

（負債の部）（負債の部）

100.0%100.0%42,04442,044100.0%100.0%49,59749,597資産合計資産合計

6.1%6.1%2,5632,5635.2%5.2%2,5642,564Ⅱ　固定負債Ⅱ　固定負債

63.2%63.2%26,56426,56466.7%66.7%33,08933,089Ⅰ　流動負債Ⅰ　流動負債

（純資産の部）（純資産の部）

69.3%69.3%29,12829,12871.9%71.9%35,65335,653負債合計負債合計

0.7%0.7%2772770.5%0.5%267267Ⅱ　評価・換算差額等Ⅱ　評価・換算差額等

30.1%30.1%12,63812,63827.6%27.6%13,67513,675Ⅰ　株主資本Ⅰ　株主資本

30.7%30.7%12,91612,91628.1%28.1%13,94313,943純資産合計純資産合計

100.0%100.0%49,59749,597

前連結会計年度末に係る前連結会計年度末に係る

要約連結貸借対照表要約連結貸借対照表

（平成（平成2020年年33月月3131日）日）

100.0%100.0%42,04442,044

当第当第22四半期四半期

連結会計期間末連結会計期間末
（平成（平成2020年年99月月3030日）日）

負債純資産合計負債純資産合計

（単位：（単位：百万円百万円））
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②② 連結損益計算書連結損益計算書

+124+124

++6969

+193+193

--171171

--156156

++178178

--3535

++141141

+1+1

++773773

+775+775

--66

++781781

+6,517+6,517

+7,298+7,298

増減額増減額

0.6%0.6%4134130.4%0.4%220220税金等調整前当期純利益税金等調整前当期純利益

0.0%0.0%31310.3%0.3%202202Ⅶ　特別損失Ⅶ　特別損失

13.3%13.3%8,9828,98213.6%13.6%8,2018,201売上総利益売上総利益

86.7%86.7%58,42458,42486.4%86.4%51,90751,907Ⅱ　売上原価Ⅱ　売上原価

100.0%100.0%67,40667,406100.0%100.0%60,10860,108Ⅰ　売上高Ⅰ　売上高

0.0%0.0%――0.0%0.0%66　　　返品調整引当金等　　　返品調整引当金等

構成比構成比金　額金　額構成比構成比金　額金　額

13.3%13.3%8,9828,98213.7%13.7%8,2078,207差引売上総利益差引売上総利益

0.0%0.0%59590.1%0.1%5858営営 業業 利利 益益

13.2%13.2%8,9228,92213.6%13.6%8,1498,149Ⅲ　販売費及び一般管理費Ⅲ　販売費及び一般管理費

0.4%0.4%2412410.5%0.5%276276Ⅴ　営業外費用Ⅴ　営業外費用

0.9%0.9%6196190.8%0.8%478478Ⅳ　営業外収益Ⅳ　営業外収益

0.0%0.0%550.3%0.3%161161Ⅵ　特別利益Ⅵ　特別利益

0.6%0.6%4384380.4%0.4%260260経経 常常 利利 益益

0.3%0.3%1811810.2%0.2%112112　　　法人税等調整額　　　法人税等調整額

0.2%0.2%107107

前中間連結前中間連結会計会計期間期間

（自　平成（自　平成1919年年44月月11日　　日　　

至　平成至　平成1919年年99月月3030日日））

0.3%0.3%231231

当第当第22四半期四半期

連結累計期間連結累計期間

（自　平成（自　平成2020年年44月月11日　　日　　

至　平成至　平成2020年年99月月3030日日））

当期純利益当期純利益

（単位：（単位：百万円百万円））
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③③ 連結キャッシュ・フロー計算書‐連結キャッシュ・フロー計算書‐11
（単位：（単位：百万円百万円））

++446446

--189189

--6262

--2222

++6666

+63+63

+0+0

--3939

++1212

--6767

+0+0

+4+4

--11

--44

--4141

++2222

--6666

+193+193

増減額増減額

229229418418　　　売上債権の増減額（△は増加）　売上債権の増減額（△は増加）

106106168168　　　　支払利息支払利息

00△△00　　無形固定資産除却損　　無形固定資産除却損

22△△22　　　　有形固定資産除却損有形固定資産除却損

4455　　　　有形固定資産売却損益（△は益）有形固定資産売却損益（△は益）

2266　　　　投資有価証券売却損益（△は益）投資有価証券売却損益（△は益）

△△5050△△99　　負の　　負ののれん償却額のれん償却額

2222――　　　　のれん償却額のれん償却額

167167233233　　　　減価償却費減価償却費

413413220220　　　税金等調整前四半期純利益　税金等調整前四半期純利益

00△△1212　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）貸倒引当金の増減額（△は減少）

10107777　　　　ゴルフ会員権評価損ゴルフ会員権評価損

00――　　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）退職給付引当金の増減額（△は減少）

△△14142525　　　　賞与引当金の増減額（△は減少）賞与引当金の増減額（△は減少）

6060△△66　　　　返品調整引当金の増減額（△は減少）返品調整引当金の増減額（△は減少）

△△1414△△7777　　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）　　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）

225225△△221221　　　棚卸資産の増減額（△は増加）　棚卸資産の増減額（△は増加）

△△6060△△3838　　　　受取利息及び受取配当金受取利息及び受取配当金

営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー

当第当第22四半期四半期

連結累計期間連結累計期間

（自　平成（自　平成2020年年44月月11日　日　

至　平成至　平成2020年年99月月3030日）日）

前中間連結会計期間前中間連結会計期間

（自　平成（自　平成1919年年44月月11日　日　

至　平成至　平成1919年年99月月3030日）日）
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③③ 連結キャッシュ・フロー計算書‐連結キャッシュ・フロー計算書‐22
（単位：（単位：百万円百万円））

+87+87

--00

--4848

--5353

--5151

+2+2

--859859

--300300

++500500

--5,8805,880

--5,6005,600

--275275

++2828

--517517

++236236

--1,0691,069

増減額増減額

△△0 0 ――
　　　　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

　　取得による支出　　取得による支出

500500――　　　　有価証券の償還による収入有価証券の償還による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー

△△5,1325,132748748　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー

△△5,5305,5307070　　　　法人税等の支払額法人税等の支払額

△△104104171171　　　　利息の支払額利息の支払額

64643636　　　　利息及び配当金の受取額利息及び配当金の受取額

437437954954　　　　小計小計

2532531717　　　　その他その他

△△1,5761,576△△717717　　　　有形固定資産の取得による支出有形固定資産の取得による支出

△△300300――　　有価証券の取得による収入　　有価証券の取得による収入

△△6767△△1616　　無形固定資産の取得による支出　　無形固定資産の取得による支出

22――　　　　有形固定資産の売却による収入有形固定資産の売却による収入

17176565　　投資有価証券の売却による収入　　投資有価証券の売却による収入

△△27272626　　投資有価証券の取得による支出　　投資有価証券の取得による支出

――8787　　　　連結の範囲の変更を伴う子会社株式の連結の範囲の変更を伴う子会社株式の

　　取得による収入　　取得による収入

△△920920149149　　　　仕入債務の増減額（△は減少）仕入債務の増減額（△は減少）

当第当第22四半期四半期

連結累計期間連結累計期間

（自　平成（自　平成2020年年44月月11日　日　

至　平成至　平成2020年年99月月3030日）日）

前中間連結会計期間前中間連結会計期間

（自　平成（自　平成1919年年44月月11日　日　

至　平成至　平成1919年年99月月3030日）日）
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③③ 連結キャッシュ・フロー計算書‐連結キャッシュ・フロー計算書‐33
（単位：（単位：百万円百万円））

++913913

++9,5449,544

--8,6308,630

--00

--2,9652,965

+1+1

--189189

--976976

++3030

--495495

++1,5271,527

--1,6511,651

++216216

+229+229

++833833

--22

増減額増減額

――495495　　　　社債の発行による収入社債の発行による収入

――△△3030　　　　社債の償還による支出社債の償還による支出

――△△11　　　　その他その他

△△1,0741,074△△9898　　　　配当金の支払額配当金の支払額

7676△△1,4511,451　　　　長期借入金の返済による支出長期借入金の返済による支出

△△8,2488,248382382現金及び現金同等物の増減額（△は減少）現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

――00現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額

5305302,1812,181　　　　短期借入金の純増減額（△は減少）短期借入金の純増減額（△は減少）

△△189189――　　　　自己株式の取得による支出自己株式の取得による支出

△△1,8701,8701,0951,095　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー

10,37810,378834834現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高

△△1,2451,245△△1,4611,461　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー

――△△833833　　　　事業譲受に伴う支出事業譲受に伴う支出

――22　　　　貸付金の回収による収入貸付金の回収による収入

207207△△2222　　　　その他その他

2,1292,1291,2161,216現金及び現金同等物の四半期末残高現金及び現金同等物の四半期末残高

（（ 99月月3030日現在）日現在）

金　額金　額金　額金　額

当第当第22四半期四半期

連結累計期間連結累計期間

（自　平成（自　平成2020年年44月月11日　日　

至　平成至　平成2020年年99月月3030日）日）

前中間連結会計期間前中間連結会計期間

（自　平成（自　平成1919年年44月月11日　日　

至　平成至　平成1919年年99月月3030日）日）


